
 

別紙１ 

「プロバイダ責任制限法 発信者情報開示関係ガイドライン」の一部改訂案に係

る意見募集結果 

 

■ 意見募集期間 ： 2021年 5月 28日（金）から 2021年 6月 18日（金）まで  

 

■ 意見提出件数 ： ３ 件 （個人：1件、法人 2件）  

      

   意見提出者 

1 個人（1件） 

2 楽天モバイル株式会社 

3 ソフトバンク株式会社 
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〇お寄せいただいたご意見及びそれに対する考え方 

 

ご意見の概要 意見に対する考え方 

1. ガイドライン全般に関してのご意見 

個人の氏名、住所が第三者により無断でインターネ

ット上に拡散された場合、それだけでは名誉棄損に

該当せず、一般社団法人セーファーインターネット

協会（Safer Internet Association, SIA）や警察も動

いてくれません。 

私のケースでは、すでに削除されている古いホーム

ページのタイトル欄の下のスニペット欄に、氏名、

住所が表示されていました。 

何百回も、グーグル削除リクエストを利用して、削

除申請をしましたが、多くが「拒否」され、一部の

削除が認められても、後日同様の内容が復活してい

る状態を何度も現存も繰り返しています。正直、大

変な労力を費やします。 

現在は、ドメイン名から IPアドレスを特定し、プロ

バイダーを特定するまでに至っております。 

プロバイダ責任制限法 発信者情報開示関係ガイド

ラインでは、名誉棄損だけでなく、住所、氏名など

の個人データの書き込み行為も対象にしていただき

たいと考えています。 

【個人】 

今回の改訂箇所以外

へのご意見として、

関係者に共有し、今

後の参考とさせてい

ただきます。なお、

当ガイドライン「２

(2)(b)プライバシー侵

害」（p13 以下）にお

いて、「一般私人の個

人情報のうち、住所

や電話番号等の連絡

先について、・・・氏

名等本人を特定でき

る事項とともに不特

定多数の者に対して

公表された場合に

は、通常はプライバ

シー侵害となると考

えられる」旨を記載

しているところで

す。 
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2. SIA「明白性ガイドライン」に関する追加箇所

（P12の「なお、」以下）に関して 

 

「裁判外（任意）開示の可否判断に際し」、「一般

社団法人セーファーインターネット協会（SIA）」が

策定した「権利侵害明白性ガイドライン（第１

版）」(以下「当該ガイドライン」という。)を「必要

に応じて参照されたい」との記載が追加されること

に関して、コンテンツプロバイダによる削除等の対

応とは異なり、経由プロバイダにおいては個人情報

や通信の秘密の開示となるため、明確な違法性阻却

事由がない場合における任意での対応は困難です。

よって、経由プロバイダにおいては、当該ガイドラ

インを参照した場合であっても開示に応じられない

場合がある旨を付記いただく必要があると考えま

す。 

【楽天モバイル株式会社】 

当ガイドラインで

は、権利侵害の明白

性の判断がプロバイ

ダにおいて困難であ

り、疑義がある場合

には裁判所の判断に

基づき開示を行うこ

とを原則とするもの

としております。 

今回の改訂案は、こ

の原則を否定するも

のではなく、「権利侵

害明白性ガイドライ

ン」を明白性判断の

際の参考資料として

位置づけることがで

きる旨を追記したも

のであり、ご指摘の

点は文脈上明らかで

あると思われますの

で、原案どおりとい

たします。 
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3. p６（請求者の代理人が弁護士の場合、権利

を侵害された者が本人であることを確認してい

ることをプロバイダ等に表明する場合は、本人

性を証明する資料の添付を省略できることとす

るもの）に関して  

 

請求者の代理人が弁護士であった場合において、当該

弁護士が「請求者が本人であると確認したことを表明

保証する」ときは、本人確認書類を省略可能とすると

いうことと拝察します。 

 

本人確認書類を省略することにより、事務処理に

於いては 

・ 請求者名に誤りがある（「濵」「浜」等の漢

字等） 

・ 婚姻等で別姓になっているにもかかわらず、

旧姓で請求 

といった事象が発生することも想定されます。 

 

これらのことにより、弁護士を代理人とした請求

において本人性確認資料が提出されない場合、弊社

では請求書記載の請求者氏名等が正しいかについて

確認することが出来なくなり、誤った請求者名によ

る請求手続に対応してしまう可能性が生じます。 

 

このため、上記のようなケースへのご配慮をいた

だき、最終的には請求者の利益に資するよう、正確

な処理を行うことが必要等のために開示請求を受け

た側から本人性確認書類の提示を弁護士に求めた場

合には、弁護士であっても請求者の本人確認書類を

提示いただくことができるように、ガイドラインの

追記・修文のご検討をお願い致します。 

【ソフトバンク株式会社】 

ご指摘のようなケー

スでは、プロバイダ

等は当然に本人確認

書類の提示を求める

ことができるもので

あり、今回の改訂案

はそれを否定する趣

旨のものではありま

せん。 

ただし、プロバイダ

等や代理人の弁護士

における実務上の指

針として当ガイドラ

インが活用されるこ

とに鑑みて、ご意見

を踏まえ、注釈にご

指摘の趣旨の文言を

追加します。 

 


